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経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完）
小原久治
2 レプケの経済体制論
レプケ（W.Ropke）は著書『人道的国家 一社会形態及び経済形態の基本問題－j ( Ciuitαs 
humαnα. Grundf ragen der Gesellschαjts-und WirtschαJtsform) 1944年， 37-38頁において簡潔
に書き上げた経済体制の図式を提示している。それは経済体制の三つの可能性を示唆したものであ
る。レプケはその可能性を示す形態として，①自己経済（Eigenwirtschaft），②市場経済（Markt-
wirtschaft），③指令経済（Kommandowirtschaf t）の三つの形態を挙げている。
指令経済の典型的な経済は計画経済である。これらの形態理念を示したことがレプケの経済体制
論の基本的特徴である。レプケは経済形態を変種の形態と同様な形態と考え，次の経済体制の図式
を提示している。附
表3-2 レプケの経済体制
無差別経済 差別経済
自己経済 市場経済，指令経済
純粋自己経済としての自由な自作農 l純粋市場経済としての競争秩序
変種の自己経済としての封建制 変種の市場経済としての独占制
資料： Ropke,W., Ciuitαs humanα. Grundf ragen der Gesellschaf ts-und 
日1irtschαjtsform,Genf 1944, S. 37. 
この図式に対して次のことを評言したい。レプケは封建制を資本主義という言葉に含まれる疑惑
の体現に適用しているが封建制は政治的自由主義の不確かなスローガンであって経済体制ではな
い。封建制は農民の自己経済の変種とみなされていないものである。永代借地保有制度と荘園制度
は経済体制としては大役農場経済（Fr~mhofswirtschaft）に対応する。
レプケは市場経済と指令経済をそれらに関与しない対比として扱っている。 「市場経済と指令経
済のほかにはここでは第三のものは殆ど与えられないので，扉は開放的にあるいは封鎖的に異なる
もので存在している。」附 しかし，経済体制の図式に関連して，三つの形態の可能性は決して純
粋に十分なものではない。それぞれの経済体制では三つの可能性は混合しているからである。
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いずれにしても，レプケが一つの経済体制理念を提示したことは評価すべきことであるが，図式
そのものはレプケの時代を背景にしているため，現代的でないところもみられる。
3 北野熊喜男先生の経済体制論
北野先生は，著書 f増訂経済体制の基本分析』昭和50年， 154-193頁において，まず「体制」
の概念規定を示し，次いで「経済体制Jの類型を提示している。北野先生は，経済社会の仕組みを
研究する経済社会学の視点から経済体制の形成過程を重視した経済体制の類型として，「流通経済
体制」と「計画経済体制」を区別し，さらに「（純粋な）共同経済体制J，「階級経済体制j及び
「共益経済体制」を区別し，これらの基本定型を総括されている。この点に大きな特徴がある。
(1) 体制と経済体制の概念規定
北野先生は，「体制」とは「いろんな生活機能実現の仕組みにほかならない0 ．・・やはり仕方や
やり方と，仕組みそのものとは混同されてはならないであろう」 l叫と規定されている。「生活力の
全体としての働きを実現するという点において 機械的な機構と異なり またあくまで仕組みだと
いう点において，単なる生活の仕方とは区別されなければならないのである。」附
経済体制とは，「全体として経済生活の生活機能が実現されるような仕組みにほかならない。経
済生活というのは 人間の生活において必要とされるいろいろな物を それぞれその必要に応じて
使えるような状態におくというのが，経済の働きである。・・・経済体制というのは，いつでも経
済生活の社会的な仕組みであり，多くの人びとが物的手段の調達において立ち入るいろいろな関係
の系統立てられた編成をさすものにほかならないということができるであろっ。・・・このことが
経済体制といわれるものの本質でなければならない。」附
経済が社会的に組み立てられるとき，つまり「経済の社会的構成はいつでも人びとの物的手段調
達についての協働にほかならない。この経済的協働の行なわれる仕組みが全体として経済体制と
よばれるべきものにほかならない。・・・分労あるいは分業と普通にいわれるものこそ，経済的協
働の核心であり，従って経済の社会的構成の根底をなすものである。」附「経済の社会的構成は分
労を基礎としながら それだけでなく そのうえに分益の働きをも実現しなければならない。人び
とは分労において社会的生産を分担し しかも分益においてその成果の分配にあずかる。経済の社
会的組み立ては，いつでもこのような分労と分益の二重の働きをもっているわけである。」削
(2) 流通経済体制と計画経済体制
経済体制は経済的協働が欲求と充足との持続的な調和を求めて実現されてゆくような社会的仕組
みであるが，その協働にもいろいろな様相があるので，経済体制にもいろいろな性格のものがある
ことを区別すべきである。このように，北野先生は考究されて，経済的協働の持続的仕組みという
視点から，協働の直接的形態と協働の間接的形態を区別されている。
協働の直接的形態とは，労働と労働とがそのまま直接に結びついて協働を実現する場合である。
この形態に基づくものが「直接協働の経済体制」である。協働の間接的形態とは，単にただ労働の
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生産物が相互にあるいは一方的に移転することによって いわば間接的に労働の分化と結合とが実
現されるような場合である。「分業をみてみれば，全体としてすべての人びとの労働がそのまま結
び合わされてt• るのではなく，ただそれぞれ部分的な構成単位での直接的な協働の結果，できあがっ
た生産物が，さらにあちらこちらへと人びとの聞を移動し，持ち主をかえてゆき，その聞におのず
から，社会全体の分労と分益が実現されているという仕組みになっている。このような物の社会的
な移転すなわち支配の主体をかえるということこそ，物の『社会的流通』というものであり，
それはいわば協働の間接的形態というべく，全体としてこのような経済の社会的仕組みは，すなわ
ち『流通経済体制Jとよばれるべきであろっ。・・・流通経済体制は・・・つねに一元的自足的体
制ではなく，すべて多元的総合的体制であることに間違いはないj。109) この経済社会の一元的構
成と多元的構成の区別は互いに入りまじるのであって かならずしも相並行するものではない。
次に，協働が何らかの統一的意志によって，計画的に按排配列されている場合（計画的協働）と
そうでない場合（無計画的協働）に区別できるという視点を北野先生は提示されている。
「経済の社会的組み立てはつねに経済の社会的な拘束を伴うものであり 社会的に拘束されてい
ない経済の組み立てというものはない。また，計画的調整といっても，ゆるい意味では，なんらか
の統一的意志，例えば領主の意志とか国家の意志などが，協働の行われるべき外的諸条件を規律す
るにとどまる場合もふくまれるかも知れない0 ・・・例えば，私有財産制度 貨幣制度，契約関係
の諸規律などの規律がなければ およそ自由交換の経済体制すら成立することはできない。
協働の行われる外部的な諸条件の規律は，いわば『規律的調整』であって 真の計画的調整とはい
えないであろう。真の『計画的調整』は協働の実質に立ち入って それにあずかるいろいろな活動
や関係そのものを統一的に按排配列することである。全体としての経済的協働がいつも計画的に調
整されるような仕組みになっているなら，それは『計画的経済体制』であり，そうでなければ無計
画的経済体制である。無計画的な経済体制といってもそれが持続的な体制としての統一性をもっ以
上は，なんらかの仕方でいわゆる自動的な調整が行われているのであり，その自動的調整も，よく
考えてみれば，慣習的調整や規律的調整のおかげで成り立っているものといわなければならない。」
110）慣習的調整とは，経済には社会的な拘束があっておのずから協働が調整され，秩序を維持する
ことになるということである。
(3) 共同経済体制，自利経済体制及び共益経済体制
経済的協働にあずかる当事者が，いったいどのような主体的な態度で その協働にあずかるかに
注意することが必要であると北野先生は論述を進め，全体として経済的協働の動機的成立からみた
二大定型を区別されている。
一つは，非合理的因子，すなわち，感情的因子あるいは因習的因子の決定的な定型である。
もう一つは，合理的因子，すなわち，目的的計慮や選択の支配的な定型にほかならない。「テン
ニース流にいえば，ひとつは共同社会（ゲマインシャフト）における経済関係であり，他は利益社
会（ゲゼルシャフト）における経済関係であるということもできる。いまかりに ひとつを非合理
的経済関係，他方を合理的経済関係とよぶことにしよう。この際とくに注意を要することは，いわ
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ゆる非合理的な態度としてはマ．ツクス・ウェーパ一流にいって，主として感情的に，あるいは因習
的に決定されている場合をさすものとしてよいけれども，合理的態度については，わたしは各主体
みずからにとっての利益判断にもとづくもの，すなわちいわば自利的に計慮的な態度と，関係主体
総体の立場に立って利益判断にもとづくもの すなわちいわば共益的に計慮的な態度とを区別し
たいとおもう。」 111
全体としての経済的協働，従って経済体制について，「関係主体の態度の動機的決定からみて，
主として非合理的なタイプと合理的なタイプとが区別されるべく，後者はさらに自利的タイプと共
益的タイプとに区別されるわけである。自利的タイプ，共益的タイプに対立して，非合理的タイプ
は，また共同的タイプとよぶのが適当であろう。こうして，経済体制について いわば共同経済体
制と自利経済体制と 共益経済体制とを分かつべきこととなる 0 ・・・同じ関係主体の関係態度に
中心がある以上は，主として非合理的に決定されている結合関係は，また主として非合理的に決定
されている上下関係を伴い，合理的に決定されている結合関係は，主として合理的に決定されてい
る上下関係を伴うであろう。だから 共同経済体制は主として非合理的な指導を伴う指導的共同経
済体制であるか，あるいは主として非合理的支配を伴う支配的共同経済体制（身分的共同経済体制
ともよぶ。）であるかであろう。また，自利経済体制はやはり主として自利のための支配的統制を
伴うのを原則とするし 共益経済体制は 主として共益的な指導を伴って その秩序を維持するの
が常であるということができる。・・・こうして指導的共同経済体制は純粋な共同経済体制とよび
えようし，非合理的にせよ自利的合理的にせよ 支配を伴う経済体制は階級経済体制として一括す
ることもできるであろう。」 l凶
このように，北野先生は経済的協働の動機的な成立の分析すなわち 関係社会学的立場から
みた経済体制の様式を「共同経済体制」（これは純粋な共同経済体制と身分的共同経済体制に分け
られている。），「自利経済体制J（これは自利的支配を伴う。），「共益経済体制」（これは共益的指導
を伴う。）に区別されている。この場合，身分的共同経済体制と自利経済体制を一括して階級経済
体制と呼んで，「（純粋な）共同経済体制」，「階級経済体制」， 「共益経済体制」に区別されている。
(4) 経済体制の基本的定型の総括
北野先生は，経済体制の定型を三つに区別し，経済的協働が行われる仕組みの様々な様式を次の
ように明らかにされている。 113)
第一の区別は，直接的な協同体制と間接的な流通経済体制の区別，また流通経済体制には一方的
流通体制と双方的流通体制すなわち交換経済体制 しかもこれらに関連した一元的自足的な組立て
と多元的総合的な組立ての区別である。
第2の区別は，計画的経済体制と無計画的経済体制の区別である。
第3の区別は，共同経済体制，自利経済体制，共益経済体制の区別である。
これらの経済体制の定型の区別は相互にどのように結びついているのであろうか。この問題点に
ついて北野先生は検討されている。第1の区別と第2の区別の結びつきはすでに吟味済みであるた
め，第3の区別の結びつきについて吟味する。
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① （純粋な）共同経済体制
関係主体の結合態度は徹底的に非合理的であれば そこにはいわば情的一体的結合がみとめられ，
関係主体はすべて全体にとけ合っている。このような徹底的な共同的態度すなわち一体的結合では，
関係主体の一部が自己のために他人を強制利用することは成り立ちがたいであろうし，また関係主
体の聞に物の排他的な支配が十分に作用する余地もないであろう。この意味で，（純粋な）共同経
済体制は原則として直接的な協同形態をとって成り立つことになる。
身分的協同経済体制は，まず弾圧的な直接協働を単位とし，その上総合的な直接協働が，あるい
はさらに進んで一方的上下流通組織で多元的に構成されるべきであろう。この事例として，例えば，
奴隷経済体制が原則として 一元的にせよ多元的にせよ，直接協働による身分的共同経済体制の典
型である。荘園制や封建制の段階では，直接協働のほか，一方的上下流通であり，多元的にあるい
は計画的に構成された身分的にまた計画的に構成された身分的共同経済体制に該当するとみなされ
ている。計画的にと言っても その態度は主として非合理的に，とりわけ因習的に決定されている
ものである。
② 自利経済体制
自利経済体制では，関係主体はすべて主として私的な利害打算で動くので，物の排他的支配は最
も決定的な重要さをもって幅広く行われるであろうし，その上に立って人々の相互利用が全体とし
て双方的流通としての交換形態で行われるであろう。実際，交換というものはただ自己の欲する物
が得られる場合にのみ，他人に物を与えるのであり，与える物はできるだけ少なく，受け取る物は
できるだけ多くしようとするのが各主体の根本的態度である。このことこそ自利的合理的態度の典
型的なものである。また 交換は自利的態度の相互補完関係で成立するがその際関係主体の主観
的な評価が異なり，しかも交換するものの対象に関する評価も交換の当事者間で異なり，むしろそ
の評価の大小が逆の順序になっていることもある。このことこそ自利的合理的態度の場合の必要不
可欠の前提である。
このような自利的態度のもとでは 交換経済体制こそ必然的であり このことこそ無計画的な総
合的多元的構成の典型的なものである。関係主体がすべて自利的であるから，交換組織は常に利益
獲得競争を伴わざるを得ない。その総合的な交換経済体制の構成単位となるものは何か。それは，
自利的合理的計慮が支配する以上 私的利益の計慮で打算的に構成された計画的直接協働組織であ
ることが分かる。この場合の事例は資本家的企業である。それは資本の利潤追求のための合理的な
計画組織であり，いかにも合理的計画的に構成されてはいるが，その合理性と計画性とは主として
利潤のための打算で支配されている。
このような計画的で支配的な直接協働を主な構成単位としながら，さらに総合的多元的に無計画
的な交換経済体制として組み立てられているのが「自利経済体制」である。これにまさしくあたる
のは資本主義経済体制である。
③ 共益経済体制
共益経済体制では，関係主体の合理的計慮がさらに徹底的に決定され，主として共益的計慮で決
定され，公的にみて合理的な計慮である。関係主体の一部による他人への強制利用もできず，いか
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なる形式の支配も安定的に持続させることはできない。経済的協働の全体は無計画的で自動的な調
整に委ねられず，自覚的で計画的な意志によって統一的に調整されるであろう。物の排他的私的支
配も，自利経済体制におけるような決定的作用を弱めるであろうから 社会全体の利益を限止する
ほど幅広く自由に作用することは制限されてしまう。交換や流通も経済体制全体において占める決
定的地位を弱め，むしろせいぜい補足的役割を果たすことにとどまっている。この意味で，「共益
経済体制」は当然のことながら全体の利益のための自覚的な直接協働の形態をとった指導的あるい
は計画的な経済体制にならざるを得ない。
このように，共益経済体制として典型的なものは，全体の利益のための十分に合理的な計画を策
定し，指導的に秩序づけた自覚的な直接協働であると言える。補足的に作用する交換組織や流通組
織もまた計画的に調整され，自利的な競争は制限されるし 支配的強制も排除されるであろう。
4 ゼラフィームの経済政策体系論における経済体制
ゼラフィームは自著『一般国民経済政策論.］ ( Theorie der allgemeinen Volkswirtschaj tspolitik) 
第2版， 1963年において経済政策の体系を論じている。川
ゼラフィームの経済政策体系論は，経済政策の体系の一般的な要素（generelle Elem en te des 
Systeme von Wirtschaftspolitik），すなわち，「体系要素」を考え，それを組み合わせて想定可能
な経済政策の体系や経済体制（Wirtschaftssysteme,die gedanklich m句lichsind）を提示したも
のである。この意味で，ゼラフイームの経済政策体系論の方法論的特徴は，経済政策の「体系要素」
を多角的視点から縦横に論究し，それを踏まえて「体系要素」を組み合わせた経済政策の体系にお
ける経済体制の類型を提示して それぞれの体制を詳細に論じている点にある。
(1) 経済政策の体系要素の一般的記述
ゼラフィームは，経済政策の想定可能な体系を提示するために，経済政策の概念だけでなく，経
済事象どおりの影響として本質的に結びつけているあらゆる要素も考慮する場合を考えている。こ
れらの要素は多面的であるが，経済の基本構成に明白に現れた要素である。また，「体系要素」で
問題となることは体系要素が根本的でしかも本質的な側面を体系的に分析する場合の抽象度の程度
のことである。そのため，経済政策には，第1に経済政策の担い手，第2に経済政策の目的（政策
目的と略記），第3に経済政策の手段（政策手段と略記）が含まれるので，これらの 3要素の組合
せで解決すべき課題を明示すべきであるとゼラフイームは考える。
ゼラフイームは三つの体系要素について次のように考えている。
① 経済政策の担い手については，個別経済主体の代表者，組織集団ないし結合の代表者，包括
的な経済単位すなわち総体経済（例。国民経済，マクロ経済）の代表者という三つの基本的な担い
手がある。
個別経済主体に関する経済政策の体系は，特定の仮定を設けた場合に限り，想定できるものであ
る。つまり，経済政策の体系は個別経済主体の経済的利益の貫徹がそのまま個別経済主体全体の包
括的な利益を調和させること，ひいては総体経済の包括的な利益も調和させることを仮定する場合
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に限り，仮想、できるものである。この点には他の二つの代表者の場合にはあてはまらない経済自動
現象を想定した内容（これをゼラフィームは「経済自動現象の思惟的構成J [die gedankliche 
Konstruktion des Wirtschaftsautomatismus ] ) 1日）と名づける。）がある。ゼラフイームは経済
政策の担い手に関する経済政策の想定可能な体系として，（ i ）個別経済体制（Einzelwirtschafts-
system), ( i）集団経済体制（Gruppenwirtschaftssystem), (ii）総体経済体制（Gesam twirtscha-
ftssystem）の三つの経済体制を想定している。 116)
② 経済政策の目的に関する経済政策の体系では，政策目的の体系内容よりも政策目的の「方向
づけJが肝要である。この方向づけは個別経済主体の利害と総体経済の利害についてみていく必要
カfある。
個別経済主体の利害への「方向づけ」の説明は，個別経済主体と総体経済主体の双方でみれば，
社会的関係を前提とした経済政策の見解に基づいている。個別経済的に目指した政策目的は多数の
関わりのある個別経済主体がいることから設定されている。つまり，多数の個別経済主体の政策目
的の一致を前提とする場合には 個別経済的に目指した政策目的が生じるわけである。この条件に
基づいて，個別経済主体の目的と個別経済的に目指した組織集団ないし結合の目的は同時に生じる
わけである。後者の目的に出てくる利害関係者の目的設定の純粋形態を問題視する。それは個別経
済主体の政策目的を根本的に区別することではない。それは多数の同等な利害関係者を同等に表す
ことで成立する量的均衡を強化してはじめて区別できることである。この区別では，基本的な願望
や利害があり，場合によっては個別経済主体やその代表者の必然性を無視している。
議論の対象になるのは，総体経済の目的だけである。その目的は共同社会ないし多元社会の要求
を満たすものである。それが実現する範囲は公共部門であり，それに対応するマクロ経済の諸要素
である。
そのような共同社会ないし多元社会の目的はむろんその社会の一部にも該当する。組織集団ない
し結合の目的は，個別経済的に目指した目的の束（目的群）そのものから成り立ち，それに対応し
て超個人的な組織集団全体ないし結合全体の要求を目指すものである。
③ 経済政策の体系要素である経済政策の手段について説明する。政策手段は，政策目的の達成
のために，多角的視点から本質的に選定すべきものである。ゼラフイームは，量的手段と質的手段，
一般的手段と特殊的手段，直接的手段と間接的手段 誘導的手段と強制的手段 整合的手段と非整
合的手段をそれぞれ区別している。これらの区別の中では 重視すべき問題設定に関連して経済政
策の体系化を図るためには，量的手段あるいは質的手段の性格を検討する必要がある。その体系化
に当たっては，ある性格を表す条件を無視して，政策手段の投入を思案すべきである。いずれにし
ても，政策手段の体系化は，すなわち，合理的に相互に調和した多数の手段としては，根本的には
質的手段も量的手段も用いられる。直接的手段も間接的手段もあるが，これらの手段を適用しでも，
経済政策の構成要素の検討には直接役立つわけではない。一般的手段の投入も特殊的手段の投入も
当然、のことながら根本的に必要になるわけではない。一般的手段も特殊的手段も経済の課題領域や
その部分領域に影響を与えるので，それらの手段の相互作用は必然的なものであり，経済政策の体
系化は厳密な意味の概念を用いて試みることができる。そのような性格を表す包括的な視点は，経
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済の基本構成の理論的基礎から生まれた視点である。このことは特定の同時代の人々や特定の環境
の諸条件に起因する。とりわけ，同時代の人々との関係が重要になる。経済主体は，他の経済主体
ないし上位に階序した共同社会ないし多元社会に対して，基本的には次の三つの異なる関係を持つ
ている。 117)
第1は，その経済的立場には他の何者からもまったく干渉されないという自由があるということ
である。
第2は，一般に自由になる状態はないということである。経済政策の担い手はどのような決定を
するのか。あらゆる経済経過はいかにして中央管理的に計画されるのか。多数の政策手段をどのよ
うにして管理するのか。これらのことを示せるのは もっぱら上位に階序できる主管官庁である。
第3は，経済主体である個人が様々な計画を自由に策定し，自由に遂行するためには，何かの制
約を受けるということである。このことはまた，中央管理経済の排除の対象に変性せず，上位に階
序した社会構成体に結びついているので，この結びつきの範囲内で自主的に様々な計画を策定し，
取り扱う機能を与えるということである。
第1と第2の場合は思考可能な関係であるが，実際には実現する傾向があるにすぎない。第3の
場合には大抵の場合自由が制限されている経済社会あるいは共同社会もしくは多元社会の実在が含
まれている。
このようにゼラフイームは考えて，政策手段の種類とその投入の可能性を考慮して，様々な経済
政策の体系における経済体制を想定するわけである。
(2) 経済政策の体系要素の組合せ
ゼラフィームは，「経済政策の体系は経済政策の担い手，目的及び手段について多様な可能性を
有効な方法で結びつけることによって表すことができるJ1削と考える。
そこで，ゼラフィームは経済政策の有効な体系要素の組合せの基本命題を考慮して，次のモデル
理論的に考案した「経済政策の体系」における五つの経済体制と二つの経済政策体系を提示してい
る。 119)
① 個別経済的に設定した自由市場経済体制（DasSystem freier einzelwirtschaftlich fundierter 
Marktwirtschaft) 
この体制では，個別経済主体は個別経済を目指した目的及び経済経過の枠内でそれぞれの政
策手段の投入を断念する。この類型の体制の根底には完全な経済的自由主義がある。その反面，
この体制には厳密な意味の経済政策はなく，経済政策の最上位の目的すなわち国民福祉の増大
という政策手段の体系もない。この点からみれば，この体制は純粋に実現できないものである。
この完全に個別経済の自由市場経済は想定可能であるが，この経済の同時代の人々の関係を永
続的な形態にさせる機能力はない。経済政策の担い手は多数の個別経済主体の代表者であるか
ら，言い換えれば，経済政策の最上位の担い手すなわち国家はいないので，個別経済主体は自
主的に設定した行動規範に従う必要もある。
②個別経済的に達成した集団利害関係者の政策の体制（DasSystem einzelwirtschaftlich 
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完） -139-
ausgerich teter Gru ppenin teressan ten poli tik) 
個別経済主体の集団の代表者はもっぱら個別経済的に達成しようとする様々な政策目的を追
求し，そのためには特定の政策手段を用いる。この個別経済的に達成しようとする集団利害関
係者の政策は自由な個別経済体制の特殊な場合であり，ある集団帰属者の利益のために，その
代表者が政策手段を適用する。この点で①の体制とは異なっている。
個別経済主体の集団は同等な利益に対応して組織されており，利害が十分な作用を及ぼす政
策目的に対してのみ ①と②の体制を区別できる。②の体制にも真の秩序を確立するための前
提はない。個別経済的に達成しようとする利害関係者の経済体制には，必然的に個々の利害関
係者が未調整の組織である多数の集団関の競合があるからである。利害関係者の代表者は経済
政策の担い手であるが利害関係者の集団政策の担い手であるにすぎない。
この類型の体制には，「経済結合」（別の拙稿では概念を示している。）の類型に入る職業別
組合，商工会議所などが行う政策が含められている。
③個別経済的に達成しようとする経済誘導体制（DasSystem einzelwirtschaftlich ausgerichteter 
W irtschaf tslenkung) 
経済政策の担い手であるすべての社会構成体の代表者は，個別経済的に達成しようとする様々
な政策目的の達成を追求し そのためには経済誘導手段を用いる。ゼラフィームはこの類型，
すなわち，個別経済的に達成しようとする経済誘導体制③を提示し，その本質的な内容は個別
経済主体の利害と様々な政策目的間の調整を図ることであると考える。
この意味で，多数の個別経済主体の利益の要求に対して中立的な立場をとる経済政策の最上
位の担い手すなわち国家の存在が重要になる。この担い手の課題は個別経済の利害関係を保証
することであるから 各個別経済主体（この場合は各個人）を超えた政策目的の設定が必要で
ある。この場合には，国家の機能は狭く限定されているが，その機能は真の秩序を形成し，維
持することである。そのために国家が経済誘導手段を用いるのは その時々の課題となる経済
政策の基本構成の特殊性いかんによって決まる。
個別経済の目的設定は必要であるから，経済秩序政策も経済経過政策も扱う。経済秩序政策
では強制的手段の投入が可能である。経済経過政策では 誘導的手段の投入も，一般的手段，
特殊的手段，直接的手段及び間接的手段の投入も可能である。従って，個別経済的に達成しよ
うとする誘導体制は必然的に政策手段の適用を最小の標徴に限定する必要がある。
この類型の体制③は体制④が一段と進んだ体制である。
④ 個別経済の経済誘導体制（DasSystem einzelwirtschaftlicher Wirtschaftslenkung) 
経済政策の担い手の構成要因である個別経済主体の集団の代表者は，個別経済的目的の達成
を追求し，そのために経済誘導手段を用いる。この集団を自律的なものではなくて，経済政策
の担い手の中でも高次の担い手である主管官庁の執行機関とみなす場合には，この類型の体制
④は，個別経済主体の利益の調整，すなわち，真の秩序に導くものとなる。
このような特殊な体制は 社会構成体の構成要素である個別経済主体の集団の代表者が経済
政策の担い手として経済計画に登場する場合に存在する体制である。その集団の代表者が投入
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するのは個別経済の目的を達成させるために投入する経済誘導手段である。その場合，その集
団はこの類型の体制④を個別経済的に達成しようとする利害関係者の政策とうっかり同等視す
ることではない。
⑤ マクロ経済的に達成しようとする経済誘導の経済政策体系（Daswirtschaf tspoli tische 
System gesamtwirtschaftlich ausgerichteter Wirtschaftslenkung) 
経済政策の担い手である社会構成体の代表者は，マクロ経済的目的の達成を追求し，しかも
経済誘導的手段でその諸目的の達成を追求する。このことは 経済誘導が個人的に自由な立場
の特定の尺度を前提とするから，そこに成り立つ経済秩序は個別経済的に基礎づけられるべき
秩序であることを意味する。
この類型の体制の内容は社会構成体の穏健な諸目的における個別経済的諸目的の階序及び国
家の中にみつけることができる。
⑥ 集団に基づくマクロ経済の経済誘導体制（DasSystem gesamtwirtschaftlicher Wirtscha-
ftslenkung auf gruppenmaβiger Basis) 
この集団の代表者は，マクロ経済的目的の達成を追求し，そのために経済誘導的手段を選定
し，投入する。このことは，その組織集団全体は組織集団の代表者に服するので，この集団が
利害関係者の利益だけを要求する基礎組織とならず，あらゆる社会構成体の代表者のために積
極的に献身する場合だけに考えられることである。特定の集団はその組織に服するので，下位
に階序すべきである。その場合，社会構成体は合理的理由から特定の機能を委ねられている。
この類型の体系は原則的に集団の利害関係者の政策の体系とは際立つて見えるので，ゼラフィー
ムはこの体系を体系③の特殊な場合とみなしている。
⑦ 中央管理経済の経済政策の体系（Daswirtschaftspolitische System der Zentralverwalt-
ungswirtschaf t) 
経済政策の担い手である社会構成体の代表者は，マクロ経済的目的を追求し，個別経済主体
の決定の自由を排除する。そのための前提は社会構成体の代表者の手中にある経済的勢力を中
央集権化することである。この場合には中央管理経済の経済政策の体系が存在する。
この中央管理経済の経済政策の体系は，その目的設定ではマクロ経済的に指向した経済誘導
体系とは区別できない体系である。
この類型の経済政策体系になる体系は，全体主義的に実行する国家が採る経済政策体系であ
る。
以上のように，ゼラフィームは経済政策の体系化における経済体制の類型化を試みて，個別経済
主体の完全に自由な保証を与えることも，個別経済的に達成しようとしている組織集団の利害関係
者の政策も，前述の理由から除外している。
ゼラフィームの多様な経済政策論における経済体制にももちろん中間的な経済体制がないわけで
はなく，相互に無関係な経済体制がないわけではない。どの類型の経済体制や経済政策体系までも，
経済政策の部分体系が体系的に階序づけ合う経済政策の真の体系全体になることが肝要である。こ
の真の体系全体は経済政策のマクロ経済領域に該当する。この意味では そのマクロ経済領域は杜
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会構成体の生存力の保証を目指した領域に該当する。この領域を直視すれば，中央管理経済とマク
ロ経済的な必要性の実現を目指したマクロ経済的に達成しようとする経済誘導的手段との有効な組
合せを考えることができる。
とにかく，経済政策の3大「体系要素」である経済政策の担い手，経済政策の目的及び経済政策
の手段の多様性に着服し，既述の多様な経済政策体系を生み出している。ゼラフイームはあくまで
もモデル理論的な考案に基づくものであり，必ずしも現実に発展した経済政策体系や経済体制の類
型ではないが， 7類型を提示したことには大きな意義があると考える。
5 ピュッツの経済体制論
ピュッツは，論文「経済政策の体系の類型学について」（”ZurTypologie wirtschaftspolitischer 
Systeme“） 120) 1964年において，経済体制のモデルと類型の認識論とに峻別し，「体制」について
方法論的に精査し，国家の経済政策の具体的な構成形態の標徴（Merkmal）を提示し，それに基づ
いて経済政策の典型的な主要体制として「自由市場経済体制J，「誘導市場経済体制」及び「中央計
画経済体制」の三つの経済体制の類型を区別している。この点にピュッツの経済体制論の方法論的
特徴がある。
(1) 体制の方法論的精査
これまでも経済体制論や経済政策体系論やそれらに関する類型学の研究では 研究方法や研究対
象は，一部の点ではあるが共通している。しかし その研究の方法論的視点と専門用語的視点か
らみれば，重要な概念や事項であるのに，部分的にはあいまいな区別，反論及び不十分さも見受け
られる。
これらのことは，経済政策の典型的な構成形態を概念的に明らかにして歴史上の具体的な形態を
把握するために，異なる経済政策体系に関する類型学の批判的検討を十分に加えようとする研究を
しているわけである。さらに，その研究は経済政策体系や経済体制の標徴を経済政策の「一般的でJ,
しかも現実の経済政策体系や経済体制を捉える特徴，つまりどのような類型が高度の抽象度を表す
のかということで用いようとする研究である。
ピュッツは，ヴァイベルト（G.Weippert）のいくつかの方法論的著作が一般経済政策論の基礎
づけのための最も実り多い貢献を表し 従って現行の研究の遂行にも基礎的な意義があるという見
解を持っている。ヴァイベルトは 特に著書『ヴェルナァ・ゾムバルトの経済体制の形態理念J
(Werner Sombαrts Gestαltidee des Wirおchαjtssystems)1953年において，深く鋭い方法論的研
究をしているからである。ピユツツはモデル（Modell)と類型（Typus）を科学的認識として明白
に規定し，区別することができると考える。
ピュッツがヴァイベルトの方法論や認識論を取り入れるのは，その方法論や認識論に意義がある
からである。この意義は モデル理論的思考や歴史的思考を説明するための貢献として幅広い貢献
をしているという点にある。ヴァイベルトが問題視したことは 科学的概念を思考上でも現実でも
いかにして把握すべきかということであり すべての認識の可能性を創出することである。つまり，
-142- 研究年報第双E 巻
ヴァイベルトはありとあらゆる思考方法を統合して，とりわけ理論的・歴史的考察方法で，換言す
れば，一方では因果関係の「説明」，他方ではゾムバルト流の「意味連関」の「理解」（Verstehen
) 121）という考察方法で，すべての方法一元論あるいは方法独断論を克服することである。
そのようにヴァイベルトが示唆した努力と認識には現代的意義があるので，現在の社会科学，特
に経済学において三つの重大な考慮が必要な発展傾向と解釈を強く全面に押し出している。
第 lに，何よりもまず多くのモデル構成の場合の研究対象においてモデル理論の特殊化がまった
く異常と思えるほど幅広く進められていることである。このことは，現実の相互関係を明らかにし
ようとすること，モデルと現実の距離が眼前から失われること，またそれによって研究の本来の課
題，すなわち，現実の説明と「理解」がかなり誤っていることを物語っていると思われる。
第2に，数学の記号で表し，この意味で正確な表現だけが科学の威厳を保つという解釈がある。
この解釈の正否は別として，この解釈は計量経済学の専門家にみられる科学的認識である。
第3に，この科学的概念の至難の問題では，例えば，マックス・ヴェーパー（MaxWeber），ゾ
ムバルト（W.Sombart），シュピートホフ（A.Spiethoff）が解釈した意味の歴史上の「理解」
は，科学の質にはならないという解釈と関係がある。
経済政策体系に関する類型学に貢献するためには，「類型Jを「経済政策体系」のもとでいかに
して理解するのか それを明確にすべきである。
理念型 (Idealtypus），現実型（Realtypus），形態（Gestalt），様式（Stil），体制（System), 
図式（Schema），構成（Konstruktion) 虚構（Fiktion），モデル（Modell) その他の表現の
ような概念の議論全体から 狭義の用語選択への軽はずみなことをしないでおくべきである。捌
また，「体制jの概念について，狭義の概念を示すことも，「体制」の概念規定では一面にすぎず，
やはり広義の概念規定も必要である。
「理念型jの概念の本質と機能については，マックス・ヴェーバーが感銘を与えた議論がある。
さらに，オイケン（W.Eucken）は一つの方法論的区別，つまりモデルの類別を広義に捉え，操作
可能なモデルを構築しようとしていると考えている。
「モデル」については，形式論理的に単一の相互関係があり，それから一義的な結論を推論する
条件状況，若干の仮説（条件，仮定）などを理解する。モデルと補助手段は経済経過，すなわち，
諸条件の相互関係を分析して説明するために使われている。
社会科学の認識手段となっている「類型」については 歴史上の文化の中で実在する個々の形態
について本質的な標徴の組合せを理解することこそ必要である。その場合には，社会の現実（例。
法律，政策，経済）は本質的に価値観と目的設定で決まるので社会の現実は「意味連関」で決ま
る。そのため，社会科学，特に経済学における「類型」の概念には目的論的構造のあることが分か
る。典型的な標徴の組合せは政策目的の策定とその政策目的の達成のために最適な政策手段あるい
は整合する政策手段との組合せにほかならない。
モデルの類型の定義と区別から，何よりもまずヴァイベルトとゼラフイームが用いた「理念型」
の概念である「類型」を規定できることが分かる。モデルも類型も「理念型」の概念形成と名づけ
る場合には不十分である。「現実型」は重複した表現であると言える。
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完） -143-
「経済政策体系」の概念規定は，「類型」の概念と類似しているが，経済学における「体制」の
概念は異なった多義的な，しかも反意的な方法で規定され，利用されるので 世論に基づくことは
あり得ない。
オイケンが論考した「流通経済体制」や「中央管理経済体制」はモデルであって「現実型Jでは
ない。ゾムバルトの経済体制は歴史上の「類型」である。
経済政策体系については，ゼラフィームの「経済政策の諸要素（経済政策の担い手，目的及び手
段）のあり得る，つまり思考可能な組合せ」を理解できる。
この「体制」は，ゼラフィームによれば，経済の歴史上の基本形態で位置づけた「経済政策の新
紀元」の「現実型」を叙述するための手段にすぎないのであって，経済政策の典型的な形態ではな
い。この「体制」について，アングロ・サクソン圏の文献，特に米国の文献では，「比較経済体制」
(comparative economic systems）という表現が使われている。「経済体制」については， まった
く事後的な経済秩序であって，経済形態の「現実型」であると理解できる。それと同様なことは，
ハルム（G.N. Halm）も経済体制の現実の形態にとってあるいは望ましく しかも「相対的に最
良のJ経済秩序の議論に対してのみ意義のある経済的・社会的イデオロギー及びその場合の概念も
叙述している。ハルムはまさしくモデルであるオイケン流の基本体制を表す「市場経済」（νiarkt-
wirtschaft）と「計画経済」（Planwirtschaft）を体制（Systeme）と名づけ，歴史上の現実の経済秩
序を「自由と計画」の混合ないし妥協であると理解している。附ハルムはモデル理論的考察方法
と歴史的で典型的な考察方法の本質的な区別をしていない。
ピュッツは「体制」の概念を「現実型」の概念としてのみ用いている。そのため，秩序モデルと
概念に対しては，「指導像」や「基本計画」などでないことは明確である。既述のように，ゾムバ
ルトが提示した「現実型」の経済秩序に関連するものとして「経済体制Jという表現を適用するこ
とは，アングロ・サクソン圏の文献でもドイツ語圏の文献でも多用されている。ドイツ語文献の中
でも，ゾムバルトの論争では，「体制」の概念をオイケン流の「秩序J( Ordnung），「形態」（Stalt-
ung），ゼラフイーム，シュピートホフ，ミユツラァ・アルマック（A. M uller-Armack ）などの
「様式」（Stil）と同様な諸概念で規定している。
ピュッツは「経済体制」の概念を経済全体の典型的な歴史上の形態に適用することに関連づけて
規定している。ビユツツは経済体制の部分的見解だけを研究したいと考えているからである。つま
り，ピュッツは国家の経済政策体系，すなわち，国家と経済の関係の典型的な形態，他方では産業
主義の生成以来の時代に対してのみ研究したいと考えている。歴史的に振り返ってみれば，現存す
る経済政策体系がより良く類型化できる主要課題となるべきである。
一般経済政策の諸問題を体系的に取り扱う枠組み内において，歴史上の経済体制の部分現象とし
て典型的な経済政策体系を叙述した論者はゼラフイームとギールシュ（H.Giersch）だけであると
ピュッツは述べている。ピュッツは，ゼラフイームが「経済体制」の代わりに「形態」（Gestalt)
という用語を用いていること，また「経済政策体系」の代わりに「経済政策の新紀元」（Epoche
der Wirtschaftspolitik）という表現を用いていることを除けばとも述べている。削ゼラフィーム
は他の論者と比べて「類型」形成に必然的な諸標徴あるいは諸要素を体系的に作る最も理論的な研
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究を把握している。
これに対して，類型学の方法論を適用する場合には，現状では二つの「経済政策の類型」，すな
わち，「誘導市場経済」と「中央管理経済」だけを強調することに限定するので，ゼラフィームの
叙述も不十分なところがあるとビユツツは批判する。
これらの「類型」は極めて一般的であり，高い抽象度で示すことができる。現在の経済政策につ
いて若干の満足すべきことは，「誘導経済体制」と「中央管理経済体制」の本質的に異なる特定の
形態を形成するためには，異なった類型学が必要であるということである。そのような異なる類型
学は何よりもまずハルムとギールシュがその概略を提示している。経済政策体系や経済体制の類型
学における学問的進歩は，次のことを前提としている。
経済政策体系や経済体制の標徴は幅広く異なっているべきであるから 誘導経済体制と中央管理
経済体制の最も重要な変種は明白に一義的に類型化できる。経済政策体系や経済体制の典型的な構
成形態の本質的な標徴を経験的に確定したり 案出するためには，標徴の特定の組合せが必要であ
り，それに基づく経済政策体系や経済体制の特色を一つの体系的な標徴で構成できる図式が是非と
も必要である。
(2) 国家の経済政策の具体的な構成形態の標徴
ピュッツはそのような体系的な標徴を形式的に類別し それぞれの類別の内容を説明している。
その場合，国家の経済政策の具体的な構成形態の標徴を次の体系的な図式で表している。125) A., 
1 ., aなどの記号は原文どおりである。
A.経済政策の担い手
1. 国家の経済政策の管理組織
a) 部局の調整
b) 中央集権化あるいは地方分権化
2. 経済政策の機能を果たす代表団
a) 専門別・専業別団体，労働組合，その他の利害集団
b) 超国家的な官庁
B.経済政策の意思形成
1. 行政形態
2. 政党制度
3. 利害集団あるいは利害結合の共同決定
C.経済政策の目的
1. 国民所得の生成
2. 国民所得の量
3. 国民所得の構成
4. 国民所得の分配
D.経済政策の手段
経済政策の体系における経済体制比較の万法論 ( 2・完）
1. 経済秩序政策的手段に相当するもの
a) 生産手段の自由な使用
b) 貨幣創出
c) 価格形成と賃金形成
2. 経済経過政策的手段に相当するもの
a) 誘導的手段
b) 間接的手段
c) 直接的手段
これらの標徴の内容の説明はここでは割愛したい。
(3）経済政策の典型的な主要体系における経済体制
歴史上の「現実型」は歴史上の個々の現象の対象として形成されている。この歴史上の「現実型」
の変形が経済体制の類型を変更させ ひいては個々の経済政策体系も変形させるであろう。歴史上
の「理解」は国家の様々な経済政策の形態の典型的な共通性を案出することができる。経済政策の
三つの典型的な主要体系における三つの経済体制を示すことができる。すなわち，国家から国家へ
と，時代から時代へと，経済政策の多様な個々の構成形態は 三つの主要体制における経済体制の
特別な形態として出現している。「類型Jの抽象度が高ければ高いほど，標徴はますます内容の乏
しいものにならざるを得ない。ピュッツは，個々の「類型」を叙述するためには，相対的に最も豊
富で最も異なった標徴の使い方が必要であると考える。ビユツツが類別した標徴の図式の論理は個々
の標徴の相対的な意義を認める点に特徴がある。その論理展開に必要な標徴は本質的に必要な標徴
に限定されているので，標徴不足の感は否めない。これまでの文献では，「比較経済体制」に対し
て幅広くオイケン流の「流通経済体制」と「中央管理経済体制」を考えている。しかし，それらの
体制はモデルであって，歴史上の具体的な「現実型」ではない。このモデルは個別経済計画と中央
管理経済計画の二つの経済計画の論理的可能性及び個別経済計画の調整を示すものである。そのモ
デルは現実を表す経済と経済政策に関する歴史上の体制を理解するのに適切ではない。ピュッツが
三つの主要体系における経済体制を区別する場合，ピュッツはオイケン流の図式にモデル理論的考
察方法を用いて拡大する本質的な他の考察方法，すなわち 類型学の考察方法を用いている。この
点はピュッツの経済体制論における方法論の大きな特徴である。これに対して 典型的な歴史上の
経済体制の数は決まっていない。本来，経済体制というものは，経済的な物的必然性に依存すると
同時に，人間的な目的設定に依存しているものであって，論理的に可能なものではないからである。
ピュッツは経済政策の三つの主要体系における経済体制を①自由市場経済体制（Systemder 
freien Marktwirtschaft），②誘導市場経済体制（Systemder gelenkten Marktwirtschaft），③ 
中央計画経済体制（Systemder zentralen Planwirtschaft）と名づけている。126)
① 自由市場経済体制
自由市場経済体制は，すでに第1次世界大戦前の約50年において典型的で最も完全な形成を工業
化された欧米諸問において見つけることができる。例えば イギリスですでに19世紀前半におい
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て自由市場経済が広く発展している。その後，イギリスでは1960年代から1970年代にかけて初めて
完全に発展した自由市場経済の新紀元が始まっている。
この自由市場経済体制の標徴は何であろうか。国家の経済政策の担い手の形態及ぴ経済政策の意
思形成に関する標徴である。この標徴は経済経過における根本的な非干渉制度の中にある。特に，
経済政策の様々な担い手の調整問題及び地方分権化はいかなる役割も果たしていなしE。経済政策の
高い機能の代表団の形態は超国家的な官庁には存在しない。それらの代表団はまったく無意味なア
プローチを示すにすぎない。また，経済政策の意思形成は議会制民主政治の体制下で典型的に決定
されることである。
自由市場経済における経済政策は，政策目的を設定せず，市場経済の自治過程がマクロ経済的に，
すなわち，共同善の視点から，「準目的」（QuasiZiele）と名づけられる最適の成果を得ることは期
待できるとピュッツは考える 0127）経済政策は需要あるいは消費者ニーズへの生産の弾力的反応の有
効な傾向，生産手段の最も経済的な使用，貢献能力に対応した所得分配，貨幣価値の安定，国際収
支の均衡及び不況期の修正などを目指すものである。
経済経過政策手段の使用はこの自由市場経済体制を反映する。これに対して 経済秩序政策手段
には基本的な意義がある。一般に 経済秩序政策手段の典型的なものと言えば，経済的に重要な法
律である。つまり，職業選択の自由，労働の自由，生産手段の自由な使用，自由な所得分配，さら
に労働契約と同様に，購買契約，賃貸借契約，使用貸借契約などの契約の自由が保証される法規範
の体制を表す経済法制がある。生産手段の自由な使用を保証するための経済秩序政策手段は無制限
の私的所有である。貨幣創出の秩序は典型的な管理通貨制度のもとで維持されている。
② 誘導市場経済体制
西ヨーロッパ諸国で、は，二つの世界大戦間の時代は自由市場経済体制から誘導市場経済体制への
過渡期である。西ヨーロッパ諸国で、は 第2次世界大戦以来，経済政策の典型的な主要体系におけ
る経済体制への発展がみられた。その過渡期は，何よりもまず世界経済の危機，中央計画経済体制
の秩序の権威ある体制の挑戦などを最も強い衝動で経験してきていることに現われている。
誘導市場経済体制下の経済政策は経済政策の担い手とその意思形成の所有形態であることが典型
的な政策目的と政策手段を表している場合には，その誘導市場経済体制下の経済政策を最良にしか
も容易に理解できる。
経済政策は自由市場経済体制下で経験した成果や予想した成果を大きく異ならせるので，この相
違が政策目的の設定を左右する理由になる。この場合の政策目的を設定しようとする意思は，最適
の政策目的の達成を図るために経済秩序政策手段と経済経過政策手段を投入して誘導するところに
ある。
誘導市場経済体制における政策目的は国家から国家へ移る。そのため，極めて狭く限定した方法
でのみ誘導市場経済体制における一般的で典型的な政策目的を設定できる。この場合の一般的で典
型的な三つの主要な政策目的は，一人当りの国民所得の恒常的増加，社会保障及び公正な所得分配
と財産分配である。
第 1の主要目的は 一人当りの国民所得の恒常的増加を図ることである。この政策目的の設定は，
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完）
技術的・経済的知識や技能の一般的な形成，貯蓄意欲，資本形成及び投資意欲について最適の成長
条件を創出するという部分目的の設定を意味する。また，この目的設定は貨幣価値の安定化，不況
克服，国際収支の均衡などの意味における経済経過の安定化という部分目的である。
第2の主要目的は 社会保障の拡充である。この目的設定には，疾病，災難，勤労不能，失業，
老年などによる所得減少の危機の縮小，完全雇用の二つの典型的な部分目的が含まれている。
第3の主要目的は 公正な所得分配と財産分配も図ることである。この目的設定は多義的な目的
設定である。ピュッツは一般に典型的な意味として，次の部分目的，すなわち，最低生存，特に最
低賃金の保障，家族状況の考慮，公正な所得と財産などを挙げている。
経済秩序政策手段や経済経過政策手段では，国家から国家へ移る誘導市場経済体制の特別な形態
の峻別をみつけることができる。
経済政策の主要体系における経済体制下の経済秩序政策手段の特徴は，次の経済秩序政策手段の
使用を通じて分かる。経済法制は公企業にも私企業にも生産手段の自由な使用を根本的に認める点
に特徴がある。固有企業も市場指向的な企業者が導く生産手段も自由に使用できる。換言すれば，
生産方法と生産量の計画値と実現を目指す数値の手段は根本的には使われていないのである。
法秩序は根本的には労働契約など各種の契約に関連した契約の自由を保証する。誘導市場経済体
制のあらゆる特別な形態の場合には 特定の個別市場あるいは市場群（例。特定の農産物市場，特
定の輸入品市場）について契約の自由の規制をあらかじめ考慮する。
経済法制が根本的に生産手段の自主的使用と市場経済体制における価格形成を認めたり，可能に
したりする場合には 市場や競争への自由な経済経過を保証するという目的を達成するために，特
定の政策手段を選んで投入すべきである。しかし このことは必然的に生じることではない。自由
市場経済体制と区別するために 誘導市場経済体制では国家は市場経済で形成される市場形態に対
して誘導も干渉もせず その状況と目的設定を通じて まったく異なる市場形態政策とまったく異
なる市場経過への規制政策を求める。
貨幣創出の秩序は管理通貨制度のもとで維持されている。貨幣創出はその時々の貨幣量や質的に
決定した担保物件だけに限定されることはない。
l国の中央銀行と国家の関係も重要である。国家は貨幣創出の範囲を政策目的の設定や政策手段
と一致させることができる。自由市場経済体制と比べて 誘導市場経済体制では誘導目的の達成に
必要な政策手段も用いられている。
中央計画経済体制に比べて，誘導市場経済体制では，経済経過に及ぼす根本的で有力な誘導的手
段と間接的手段が用いられている。その直接的手段（直接的な価格規制や数量規制）は経過的にの
み特殊で法的な権能に依拠して用いられている。換言すれば誘導市場経済体制では個別経済は生
産，価格及び賃金の拘束力のあるマクロ経済計画とミクロ経済計画には存在していない。
これまでに，誘導市場経済体制には経済政策の担い手の一般的で典型的な構成形態も存在し，経
済政策の意思形成もある。この点では四つの異なる強い印象を与える傾向を確認できる。
第1の傾向は，経済秩序政策と経済経過政策に必要な法律活動と管理活動があるという点にみら
れる。これらの活動を経済誘導で強制的に結びつけた多様性が生じる。この多様性は小さな国家で
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は多くの経済政策的に，また社会政策的に重要な主管官庁における国家の経済政策の一種の分業的
な活動も必要である。それに伴って必然的な少なくとも合目的的な調整の課題を探る場合には，こ
のこと自体から調整の異なる形態が考えられてくる。この場合の特徴はそのような調整を制度化し
ようとする傾向があるという点にある。
第2の傾向は，第2次世界大戦以後，各国は経済政策の課題や超国家的な制度を考慮するという
典型的な傾向がみられるということである。
第3の傾向の典型的な傾向もある。誘導市場経済体制は権威的な規制形態と結びついて現れてい
る面もある。この結びつきは相対的に不安定な形態である。この点はこれまでの経験から分かるこ
とである。権威的な規制には，明らかに中央計画経済体制における誘導市場経済体制の変種特有の
傾向がある。そのため 誘導市場体制経済体制で長期の安定性を得る場合には 議会制民主政治の
意思形成と結びついている。
第4の典型的な傾向は すべての議会制民主国家では 利害結合は国家の経済政策に影響を及ぼ
そうとする点にある。
③ 中央計画経済体制
中央計画経済体制は旧ソ連や旧東欧諸国で採られた体制である。さらに，発展途上国では，民間
経済部門の経済活動を認めている自由市場経済体制のほかに 中央計画経済体制も見られる。中央
計画経済体制における典型的な性格は誘導市場経済体制と比べれば明白である。誘導市場経済体制
では，政策目的は常に市場経済過程の事後的な成果や事前的な成果についてのみ決められている。
誘導市場経済体制における目的設定は，例えば，完全雇用，経済成長，貨幣価値の安定，所得分配
など，内容的にみて経済全体の性格の数量，構造及び過程に関連している。政策目的はここでは誘
導の影響を考えて設定されている。この誘導理念の意義はどの点にあるのであろうか。それは，根
本的に独自の個別経済計画，従って市場経済的に調整したミクロ経済計画のすべての成果は，でき
るだけ幅広く経済政策の目的に近づけているという点にある。
中央計画経済体制の政策目的は部分的に自由市場経済体制の成果及び誘導市場経済体制の特定の
政策目的と一致していない。そのため，内容的に 漸進的にあるいは一般的に誘導市場経済体制の
様々な政策目的を区別する他の諸政策目的は，例えば，恒常成長，雇用，貨幣価値，国際収支など
に関する経済過程の様々な政策目的を区別しているが根本的には市場経済秩序のもとで維持され
るべき政策目的である。
中央計画経済体制における政策目的の設定には 特に国国民所得のできるだけ高い成長率という
政策目的は典型的な目的設定である。この政策目的は政策目的の階序において最上位の位置を占め
ており，産業基盤の整備拡充，資本財の生産などの優先順位の高い経済成長目的や経済発展目的と
一致している。
この体制内にも組織集団は認められている。この組織集団の欲求充足は，研究，教育などの各分
野の充足は，民間消費の欲求などの政策目的の上位を占める政策目的である。換言すれば，中央計
画経済体制の担い手はすべての公的欲求と私的欲求の階序を決定するということである。中央計画
経済体制のこれまでの現象形態が国民所得の主要目的がある。また，不況のない発展と完全雇用は
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完） -149-
中央計画経済体制の典型的な主要目的に入る。経済法制は根本的に国家が決める。具体的には，中
央の最上位の計画官庁 生産手段の使用権と社会化などを国家が決める。価格と賃金の形成も中央
の計画官庁が確定する。
貨幣創出と信用の保証は国家の銀行が行っている。その保証の範聞は中央の計画官庁が決定した
生産計画値で決定され，この計画から生じる支払手段と信用の充足から決まる。中央銀行政策によ
る通貨量の規制は無意味である。
中央計画経済体制では 間接的な経済経過政策手段は使われていない。経済秩序政策手段に基づ
く独自の個別経済の生産方法や生産量，需給などの決定もしない。生産，投資，信用，輸出入，価
格，賃金などの計画値を達成するための直接的手段は経済経過政策手段の類型である。宣伝，情報，
特定の貢献の高揚，計画違反行動への罰などの誘導的手段は大きな役割を果たしている。
経済政策の担い手は国家 すなわち 中央の計画官庁である。中央計画経済体制では，経済的に
重要な大臣が中央経済計画を認め，また調整する。
中央計画経済体制では 経済政策上の様々な結合の代表団も超国家的な官庁も認められていなし＇ o
経済政策の意思形成は典型的に権威的な規制形態と 1党体制で行われていた。さらに，このような
困の利害結合の自由な形成は認められず利害結合は経済政策の意思形成にはいかなる役割も果た
していない。
ピュッツは以上のような三つの経済体制の内容と特徴を明らかにしている。
6 トウーフトフェルトの経済体制論
トゥーフトフェルトは論文「経済体制」（”Wirtschaf tssysteme“） 128）において特色ある経済体
制論を展開している。その方法論的特徴は 純粋経済体制から混合経済体制への変容を問題意識と
して捉えた上で，①市場経済体制と中央管理経済体制を対照し，②第2の副次体制とみなす民間部
門と公共部門の相互関係 ③第3の副次体制とみなす博愛及び組織集団の一致，④第4の副次体制
とみなす選挙（投票）を取り上げて 経済体制論を論究している。この点がトゥーフトフェルトの
経済体制論の方法論的特徴である。
トゥーフトフェルトは純粋経済体制から混合経済体制への変容の軌跡について論点を学説史的に
まとめているが，ここではその説明は割愛したい。
(1) 主要体制である市場経済体制と中央管理経済体制
トゥーフトフェルトは経済体制の主要体制として「市場経済体制」（Systemder Marktwirtschaf t) 
と「中央管理経済体制」（Systemder Zentralverwaltungswirtschaft）を取り上げている。 129)
トゥーフトフェルトは文献で大概扱われている標徴に限定して次の標徴を掲げている。すなわち，
①基本原則，②計画の担い手，③計画の担い手から情報を収集する方法，④個別計画の調整の際に
適用する技術，⑤特に生産計画の調整，⑥生産と分配の相互関係，⑦現象の経過に役立つ刺激，③
物的生産手段の所有の八つの標徴で、ある。
トゥーフトフェルトが市場経済体制と中央管理経済体制の「秩序モデルJの標徴を比較した結果
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表3-4 市場経済体制と中央管理経済体制の標徴の比較
ム ヴ 市場経済体制 中央管理経済体制
基本原則 個人原則 集団原則
計画の担い手 経済主体 中央（国家）
情報収集方法 互換的 一面的
個別計画の調整技術 市場（規制） 指令（策定）
個別生産計画の調整 価格指向 数量指向
生産と分配の相互関係 生産への依存 生産への非依存
刺激 利潤あるいは損失 賃金あるいは罰
物的生産手段の所有 私的所有 国家所有
資料： Tuchtfeldt,E., ,,Wirtschaftssysteme", HdWW, Bd. 9, 1988, 
S. 332 （トゥーフトフェルト、 E.「経済体制」、『経済学中辞典』
第9巻、 1988年、 332頁）．
は，次頁の表3-4に一括して展望することができる。
市場経済体制の「基本原則」は個人原則である。換言すれば，市場経済体制の基本原則は唯一の
経済主体の自由が経済的領域で本来随意に広げることができるということである。そのため，市場
行動の活動規範だけに，従って経済法，商法，会社法などの法的枠条件だけに注目すべきである。
これに反して，中央管理経済体制では公法を用いて徹底する「集団原則」が支配する。
「計画の担い手」は市場経済体制では唯一の経済主体である。これに反して，中央管理経済体制
では中央つまり国家が計画を策定する。この計画は何を策定すべきか，従って何を消費できるのか
も決定する。そのため，唯一の「計画の担い手」が調整に必要な「情報収集」の問題をいかにして
克服するのであろうか。このことは特に問題視すべきことである。つまり，一般に計画を提出でき
るために，「計画の担い手」が全員情報を用いる。価格の性格は，例えば，原材料の種類と特色に
ついて，生産過程の変化，現存生産能力の情報，財の種類や耐久性などが含まれていない情報に属
することである。さらに，「計画の担い手」は全員その価格の性格が含まれている情報を必要とす
る。要素費用はいくらか。原材料の調達はどうするのか。在庫，販売などの費用はいくらか。
これらのことに関連した市場経済体制と中央管理経済体制の機能は，情報の流れを援用して明示
できる。市場経済体ではゾムバルト流の「経済意向」は「互換的」である。経済主体は他の経済主
体へ情報を送り，他の経済主体から情報を受け取る。そのような情報の加工は再び，フィードバッ
クの原則によれば相互反応に影響を与える。いま，五つの単位があるものとする。それらの単位
聞に流れる情報の過程をトゥーフトフェルトは次の図 3ー 5で説明する。
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図3-5 情報の流れる過程
資料： Tuchtfeldt,E., a. a. 0., S. 333. 
五つの単位を他の単位と結びつけ，五つの星を含ま
せ，理想的に発展する情報網を形成する。そのため，
現実において撹乱が従って情報の損失が生じること
を暗示している。一つの単位あるいは他の単位は，何
か他の理由で特定の情報を取り上げないか，あるいは
正当でないものと仮定する。それらの単位は市場規制
の状態にあるのではない。情報収集と情報分析は摩擦
なく機能すると仮定する。さらに その調整問題はひ
とりでに解決されるものとする。つまり，ハイエク（F.
A. von Hayek）流に言えば，調整は①分権的に，②相
互反応で，③権威のないこと（非アウタルキー）でそ
れぞれなされるものとする。 中央管理経済体制では，情報の取得は一方方向的である。計画に
必要な情報は下から上へ向かつて知らせるべきである。階層的な官庁装置に関する重要事項の通知
は，最も上の段階で時々現存する原材料，半製品，生産設備，労働力なとεについて上へ向かつて知
らせるべきである。これらは情報を一つの計画に結びつけ，同様な形式主義的方法で規定し，上か
図3-6 情報取得の他の形式
資料：図3-5と同じ。
ら下へ向かつて示されている。その場合に価格
への方向が中心にある市場経済体制に比べて，
根本的に問題となるのは経済量である。これら
のことを図式で示せば，情報取得の他の形式は
次の図3-6のように描くことができる。
市場経済体制の情報網に対比して，中央管理
経済体制では一方方向の情報の流れはあるが，
情報網はない。個々の計画の調整は，①集権的
（図 3-6のZ＝中央［国家］）に，②一方方向
的に（下から上へ，あるいは上から下へ），③
権威でそれぞれ行われている。市場経済体制へ
のこの対比は情報欠如の危機小さな効率を含めている。
個々の計画の調整は，詳しくみれば，市場経済体制では諸「市場」で行われ 中央管理経済体制
では「指令」で行われている。国民経済（マクロ経済）では一つの体制として相互に依存する経済
量を把握できるので，「市場Jと「指令」による個々の計画の調整は「規制Jと「策定」に適用で
きる。特に，思考のアプローチは二つの経済体制の機能様式のために解明することに適している。
一つの体制がフィードパックで組織される場合，例えば，市場経済体制，網状の多方向の情報網が
ある場合には，「規制」されていることが分かる。その上，市場経済体制が生産量指向的であるこ
とが分かる。投入は市場が必要とすること あるいは市場で除去されることを目指すことである。
中央管理経済体制と類似した概念である「策定」は，特定の体制の生産量（産出量）が投入量で
決まる場合に行うことが必要である。消費が最終的に決まる場合には，生産量指向的な体制は投入
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量指向的な体制の上に位置づけている。
生産は，市場経済体制では，「価格への指向」で規定されるのに対して，中央管理経済体制では
経済量の計画の「数量」で策定されている。
その「価格への指向」はどのようにして生じるのであろうか。価格は一般に需給状況の表現であ
ると同時に，その時々のすべての重要な情報を反映する。
情報の相互取得が正しく機能する場合個々の計画の反応は変化する市場の与件に見つけること
ができる。それは すべての段階で生産設備の変化に属することであって生産の質や量だけに属す
ることではない。それに従って，市場経済体制の弾力性が中央管理経済体制のそれよりもかなり大
きい。
賃金，利子などの「分配」もまた，市場経済体制では経済諸量が相互に反応する市場に導入され
ている。「分配Jは生産に依存して得られるが，賃金利子などは経済計算では費用に入っている。
これに対して，中央管理経済体制では，「所得形成」は生産に依存していない。所得は，中央か
ら，つまり政策的な評価から導入し，確定する。
経済主体が活動すれば，各経済秩序もやはり「刺激」体制が必要である。市場経済体制では，こ
の「刺激」は損失の危機に対応する利潤の好機で与えられている。革新の利潤は模倣の流れでしば
しばすり減る。その代わり，中央管理経済体制では報酬制度と懲罰制度を必要とする。市場経済体
制における破産裁判官に相当し，中央管理経済体制における刑事裁判官に相当する。
最後の標徴として，「物的生産手段の所有」がある。市場経済体制は「私的所有Jに対応し，中
央管理経済体制では「国家の所有Jに対応する。以前の標徴に比べて，この標徴は体制必然性につ
いては議論の余地がある。
(2) 中央集権的調整と地方分権的調整の限界
市場経済体制と中央管理経済体制は 経済秩序政策の議論ではいつも十分に考えられていないと
いう事実からみれば，抽象的なことである。個々の計画の調整はもっぱら市場を通じて，あるいは
もっぱら主管官庁の誘導を通じて行われる体制は実現できないであろう。
市場の第1の弱点は 調整がもっぱら一つの体制のもとで行われた場合には問題が生じるという
ことである。この問題は中央集権的調整にも地方分権的調整にも限界を突きつけるものである。こ
の意味で，調整はしばしば「市場の失敗」あるいは「国家の失敗」と名づけられている。
集団の必要なものは市場経済体制の限界に入ることである。市場はすべてを実行できない。すで
にスミス（A.Smith）は古典的な国家の三つの機能，すなわち 外部からの安全，内部における
司法制度と警察制度，国民経済の機能と発展を保証する公共的方向の意味における産業基盤を提示
している。この場合には，国民経済における必要な公共部門の限界はない。排除原理は成り立たな
いので，人々は公共財の利用から除外されている（例。外部からの安全 内部の規則と秩序）。第
二の集団（例。混合財あるいは実質財と名づけられている。）は 公共部門あるいは民間部門で生
産されるか否かを政策決定の問題とする。多くの生産基盤の貢献は公共部門にも民間部門にも提供
できる（例。建設部門，衛生領域，交通手段や水道などの公益事業部門など）。
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2 .完）
市場経済体制の調整の第2の弱点は，外部効果である。外部効果は 経済計算では社会コストに
なるものである。この社会コストの配分が問題となる。外部効果の内生化のために，様々な手段が
把握され，提案されている（例。環境保護。財産権の議論の枠内で所有権の拡大）。
市場の第3の弱点は，その短期の方向づけにある。理論では，すべての個々の利害の集計は総利
害になること，市場価格は一時的な需給状況の表現である。短期の個人の利害の抑制は経済政策の
多数の施策に基づいている。
市場（利潤や損失）の「刺激」制度は市場条件の変化に長期的に反応することを前提とする。そ
の反応に必要な情報の創出は無費用ではない。その上，景気循環や経済の構造的発展に関する将来
の情報は確かなものではない。情報への反応に限らず反応問題は景気政策成長政策及び構造政
策の多くの施策のきっかけを与える。
市場の調整には，次の少なくとも二つの限界がある。
第lの限界は，支持価格新しい市場参加者の巧妙な参入障壁市場の勢力 31などに基づく他
の規制基準は市場過程に機能を保つ競争政策のためのきっかけであり，それが市場調整の限界を表
しているということである。生産過程にまだ参加していない者，一時的に参加しない者，もはや参
加しない者（例。子供青年，失業者，病人，勤労不能な人，老人など）にも，所得分配政策の修正
も必要である。また，現実の市場経済体制下の国家の活動のかなりの部分は再分配にも存在する。
市場経済体制と類似して，中央管理経済体制も，従って個々の計画の調整は限界に突き当たる。
この限界は実際には市場要素を解きゆるめるために導入するきっかけを与えるものである。
第2の限界として，自由への最小の欲求がある。人々は個々の場合には個人のありのままの最小
の欲求を持っている。
中央管理経済体制は極めて形式主義的な用具で成し遂げられている。情報創出のための中央の能
力は限られている。その上，数量計画には市場を通じた経済経過の規制もあるが，多くの情報が必
要である。この市場では本質的には各経済主体が本来の市場に重要な情報だけを作り出す必要があ
る。
利潤と損失は「刺激」制度となるので，先導性と道義的義務を満たす意思を高めるためには，補
充する方向が必要である。そのためには，秩序，表題，公共的な賞賛，休暇の特典，計画の上位達
成の前提の異なった状況が必要である。特に，数量計画では，量に代わる質の刺激をすることこそ
重要である。個人の欲求を無視することは違法の経済活動（例。失業救済を受けながらこっそり働
くこと，不正取引，不当利得，買収など）を認めるようなものである。
(3) 第2の副次体制とみなす民間部門と公共部門における相互作用
既述のいわば「化学的な」純粋経済体制の限界があるため 一元的な経済秩序モデルの分析は混
合経済体制の議論のための出発点になるにすぎない。実際には 市場と官庁 従って第2の副次部
門とみなす民間部門と公共部門は国民経済において補充関係を示す体制であるが，この関係は市場
経済体制の優れた経済体制内で形成できるものである。
具体的には経済体制の形態には，企業者の革新先導性，労働力 資本財 土地用役などのソフト
な資源やハードな資源が二つの副次体制にいかにして配分されるのであろうか。それが問題である。
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民主的な秩序では 国民が二重の方法で決定する。
一つは，国民が企業者の供給から経済的欲求充足のために可処分所得に基づいて消費したいと思
う財とサービスを消費として選択することである。
もう一つは，国民が政党のこれまでの貢献と今後の政策や計画に対して政治的に対応するための
方法として選挙における投票がある。この投票から決まることは，国家の用具の幅広い政治過程で
も生じる組織集団の目的も達成させようとすることにもなる。
国民は消費を通じて市場売上高の水準に貢献し，従って民間部門の経済諸量に貢献する。選挙の
結果も公共部門に必要な経済諸量を決定する。民需と官公需要から国民経済の総需要が成り立って
いる。消費者選択行動が従って経済的選択行動と政治的選択行動の聞の対称がみられることはや
はり考慮されていない。その他の点では 実際には国民が時折選挙人として考えることに政治家は
興味を持っているはずである。国民は政治家や政党への情報として政治的選択行動のシミュレーショ
ンの方法を見つけている。
選挙人が多くの産業基盤，再分配及び社会的貢献を公約する政党に投票した結果，この政党が政
権与党（政府）となれば，選挙人は国家（ここでは政府の意味）にも投票したことになる。国家が
民間部門と公共部門の活動に大きな影響を与えるので，投票は重要である。
このように， トゥーフトフェルトが第2の副次体制とみなす国民経済における民間部門と公共部
門における相互関係は 実際には本質的には複雑さを増している。民間部門と公共部門のそれぞれ
は幅広く小分けされている。副次体制とみなした民間部門には民間企業と家計が入るが，多数の共
同利用の諸制度も入る。副次体制とみなした公共部門にはあらゆる種類の官庁だけは含まれず，投
図3-7 第2の副次体制とみなした民間部門と公共部門の相互関係
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経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完）
資を行い，原材料を投入し，生産要素に報酬を払い，財・サービスを生み出す公企業が含まれてい
る。さらに，公共部門には企業への国家の所有法が入る。公共部門は企業への極めて大きな再分配
の中心となる。他方で，経済循環の手段にあらゆる種類の課題で取り上げられている。経済循環の
手段は補助金や移転支出に加えて，社会保障の形態で示されている。さらに，公共部門は貨幣量に
も重要な影響を及ぼしている。これらのすべての機能は，「混合」経済秩序を問題視する以上，考
慮すべきである。いずれにしても，公共部門ではただ単に国家の官庁全体をみることは誤っている
であろう。「混合」経済秩序については多くの誤解が生じている。それは民間部門と公共部門の背
後に極めて多くのことが情報未公開で隠されているからである。トゥーフトフェルトは，民間部門
と公共部門の二つの副次体制の相互関係について，民間部門でも公共部門でもクローテン（N.Kl-
oten）が展開した「支配基準」（Dominanzkriterium）を幅広く認めていることに言及している。130）経
済体制の効率を保証するたには，民間部門も公共部門も支配すべきである。それで，国民経済全体
の秩序を形成するために，その時々に意図した「調整体制」は十分に構成の活動範囲がある。この
意味で，本源的な市場経済体制でも本源的な中央管理経済体制でも示されている。
(4) 第3の副次体制とみなす博愛及び組織集団の一致
経済体制論の新しい発展の主要な標徴は，三つか四つかの副次体制を区別しようとする研究にも
見つけることができる。この方法で現実の経済体制の複雑な構造を把握することができる。現実を
直視すれば，市場や官庁に存在する経済秩序だけでなく，それに対して様々な方法で、相互に結び、つ
いている幅広い経済秩序を形成する諸要素が明示されていることが分かる。
① 第3の副次体制とみなす博愛
この種の最も古いアプローチは，民間部門，公共部門と並んで，第3の体制として「博愛という
副次体制」（karitativesSubsystem）川がある。自由な交換と国家の強制とともに，組織集団の
団結ないし一致がある。
博愛という副次体制は最初に誰がどの文献で明言しているのであろうか。それはシェッフル（A.
Schaffle）で、あると思われる。シェッフルは，初版（1867年）では補充した二元論の概念に基づい
て博愛という副次体制を説明しているが，第2版（1873年）では「博愛Jという副次体制として
「自由な検診の組織あるいは献呈方法の組織」（Organisationder freien Hidgebung oder des Wi-
dm ungswesens）闘を付け加えている。その組織のもとでシェッフルは兄弟のような博愛，人道
主義及び人間の一般的関心への献身を理解している。また，ヴァーグナァ（A.Wagner）は国民経
済における三つの組織原則と経済体制について述べている。側
シェッフルやヴァーグナァは民間部門の副次体制や公共部門の副次体制の補充に重点を置くだけ
でなく，それらの副次体制のうち小さい方を補い，それから博愛という副次体制で填充した方がよ
いという欠陥もあることを指摘している。注目すべき指摘である。
しかし，全体制の広範な発展に関するシェッフルとヴァーグナァの見解の相違点には十分留意す
べきである。シェッフルは，民間部門，従って市場に関する経営上の調整が時間の経過とともに全
体制の拡大部分を決定すべきであると主張する。これに反論するのがヴァーグナァである。ヴァー
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グナァは財政学において新しく経済秩序政策の議論においても，「政府の活動増大に関する法律」
を引用して議論することなど重要な役割を果たしている。この意味で シェッフルもヴァーグナァ
も博愛という副次体制の抑制を仮定している。
両者の共通点は，再分配の強制を是認し，国家予算の増大傾向と国家の諸問題に関する議論では
租税率と国家予算の関連を十分納得して決定できないことを述べている点にある。
このような国民経済における第3の副次体制とみなす博愛についての両者の考え方は，フランス
革命（1789年）の要求，すなわち，自由，平等及び博愛に戻れば，重要なことではない。自由は民
衆に，平等は公共部門に，博愛は博愛の部門に求められたことである。
スミス（A.Smith）もその『道徳情操論j(Theory of Moral Sentiments) 1759年において
「利他主義Jを所有利害の修正として重要な位置にあてがっている。削 このイギリス古典派の代
表的論者の見解は，ベンサム（J.Bentham）などの「功利主義」に大きな影響を及ぼした。附
第3の副次体制とみなす博愛についてのシェッフルとヴァーグナァの考え方は，今日「自由共同
経済的」（freigemein wirtschaf tlich）と名づけられたあらゆる組織や制度と同様に，協同組合の自
助組織についてかなりの意義がある。シェッフルとヴァーグナァの所論はその分野の現代の文献，
例えば，ヴ、エーパァ（W.Weber) (1962年），ティームヤァ（T. Thiemyer) ( 1970年），ヘッセル
ノtッハ（W.Hesselbach)(1971年），キューネ（K.Kuhne) (1971年），レシュ（A.Loesch) ( 1971 
年）の文献酬のみならず，とりわけリッチュル（H. Ritschl）の著作に影響を及ぼしている。 137)
）は著書出版年である。
ボウルデイング（K.E. Boulding）は博愛という副次体制の考え方を文献サーヴェイをした後
で再開している。ボウルデイングは自ら三つの社会的オルガナイザー（thethree social organizer) 
と名づけた社会的反応を三つの可能性，すなわち，交換（exchange），脅威（threat），愛 (love)
に分けている。削それに関連した説明はボウルデイング著の『愛と恐怖の経済 ー贈与の経済学
への序章一』 （TheEconomy of Love and Fear. A Prefiαce to Grant Economics) 1973年の出
発点となっている。例えば，発展途上国への国家の贈与は，受取者の発展途上国には博愛の性格が
あるが，贈与国では集計行為に基づかない場合には，あらかじめ強制的な課税で贈り物の原資を調
達しようとする。
一般に， トゥーフトフェルトが第3の副次体制とみなす「博愛」を明示的に導入するためには，
副次的な性格を示すことが必要である。博愛は民間部門や公共部門の欲求充足における欠陥を満た
すものにすぎない。例えば人々に恩恵を与える可能性は 前もって自由意思を放棄して民間部門
の副次体制を作り 税収から博愛目的のために予算化して公共部門の副次体制を作る点にある。
② 第3のもう一つの副次体制とみなす組織集団の一致
トゥーフトフェルトが第3のもう一つの副次体制とみなす「キ且織集団の一致」（Gruppenvereinbarung)
は独自の副次体制として把握できる体制である。139）そのため，個人主義と集団主義が個人及び組
織集団の社会像を絶対視する場合には，特定の精神史の結びつきはトゥーフトフェルトが第3の副
次体制とみなした「博愛」の理念のために存在している。個人主義と集団主義の聞には，同様な利
害状況の組織集団は経済主体の本質として存在する。
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2 .完）
組織集団の一致つまり団結，従ってこの結びつきは博愛という副次体制の理念のためである。こ
の結びつきは，関連する領域では最も古くから問題視されていたことであり，同様な状況の利害が
ある場合には可能である。それと同時に，組織集団の一致は「経済結合」の生成と拡大のアプロー
チにもみられる。
組織集団の一致は，特にイエール（W.A. Johr) [ 1949年］，ヴェッスナァ（J. W bssner) 
(1961年），ヴァイベルト（G.Weippert) [1963年］が扱っている。 140) ( ）内は著書出版年。
［ ］は論文発表年。以下同じ。
多数の他の論者もその組織集団の一致を調整体制（この体制をトゥーフトフェルトは第3のもう
一つの副次体制とみなしている。）として言及している。例えば，ベェットヒャァ（E. Boettcher) 
[1959年］，ギールシュ（H.Giersch) ( 1960年），リーフマン・カイル（E.Liefmann-Keil) (1964 
年），ヘルダア・ドォルナイヒ（P.Herder-Dorneich) (1968年），ラムベルト（H.Lampert) (1975 
年）などは，「組織集団の一致Jに言及している。川
それに対して，ベータース（H.-R. Peters) [1973年］は調整体制の可能性について批判的に述
べている。附 ベータースは組織集団の一致が双方独占の形態とそれによる市場体制の下位の場
合であるという見解を持っている。これ以外の見解は，一致だけが「交渉理論Jの意味で考えられ
る場合がある。しかし， 「組織された利害均衡」（organisierter Interessenausgleich）附を考え
ている場合には，独自の体制が前もって存在する。個々の組織集団の組織力は極めて異なっている
が，市場経済体制や中央管理経済体制と類似している。
さらに，経済体制における仲介的集団の強い統合がある。これはキリスト教社会論や国家の集団
主義に対する精神史的結びつきを明示している。この特徴はオイケンの場合には明白である。
第2次世界大戦後， トゥーフトフェルトが第3の副次体制とみなす組織集団の一致は調整体制と
して最も重視されている。組織集団の一致と調整体制の相互関係では組織集団と国家の問の交渉に
ついても重視されている。
(5) 第4の副次体制とみなす選挙（投票）
トゥーフトフェルトは，第4の副次体制として，民主国家では公共部門の供給が集合財で決めら
れる「選挙（投票）」を取り上げている。削この体制の研究対象は，選挙（投票）というものを
政治学の領域のことだけでなく，経済学の領域のこととしても重要視されている。
二元論の概念は，公共部門に対して中央管理経済体制にあるいは階層的に構造化した官僚政治だ
けを見分けるものである。中央管理経済体制に関する高度に発展した理論として，例えば，ヘンゼ
ル（K. P. Hensel) ( 1954年），クニルシュ（P.Knirsch) (1969年），ザイドル（C. Seidl) (1971 
年）， ドピアス（P.Dobias) (1977年）及びその他の文献がある。附 （ ）内は著書出版年。
これらの文献は概して民間部門に対する公共部門の優越的地位を強調しているものが多い。本源
的な市場経済秩序では，公共部門の役割は国民に対して貢献原則を提出することである。このこと
は技術的にも官僚政治の装置を造り出す場合 国民は前もって「選挙（投票）」で意思表示できる
仕組みがある。どのような事情が公共財の供給に関わるのかなどを明白にすべきである。
「選挙（投票）」というものは民主国家における公共財の調整を図る体制として極めて重要であ
??
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る。このことを考察したのは，アロウ（K.J. Arrow）で、ある。アロウは著書『社会選択と個人の
価値.］ (Social Choice and Individual Vαlues) 1951年において次のように述べている。「資本主義
の民主政治では，社会選択が可能な方法として本質的には二つの方法がある。一つは，『政治的意
思決定』をするのに典型的に使われる投票（voting）である。もう一つは， 『経済的意思決定』を
するのに典型的に使われる市場メカニズムである。J附
さらに，調整体制を 4体制に区分するための決定的な「刺激」となったのは ダール（R.E. D 
ahl）とリンドブローム（C. E. Lindblom）が1953年に公表した考え方である。すなわち，①価格
体系，②ヒエラルキー（階層。これは中央管理経済体制に相当する。），③多くの異なった階層（こ
れは投票に相当する。），④組織集団の一致（これは交渉に相当する。）を区別した考え方である。
は7）ダールとリンドプロームの4区分は，文献では遅れて始められた。何よりもまず，「非市場機
構」が教科書的に財政学の領域で生じるが，突破へのアプローチを達成させ，新しい政治経済学の
論者，例えば，特に，ヘルダア・ドォルナイヒ（P.Herder-Dorneich) ( 1968年），フレイ（B.S. F-
rey) ( 1970年），ベルンホルツ（P.Bernholz) (1972年），プレイ（R.L. Frey) (1972年），キルシユ
( G.Kirsch) ( 197 4年）などが現れた。148)
二元論の概念を用いて不十分な答えになっている多くの問題がある。この問題をダールとリンド
ブロームのアプローチで明らかにできるようになっている。同時に 機能的に民主主義の装置と行
政行動に関する理論の認識をかなり進歩させる社会経済的集団を分析できる。この分析には勢力理
論も有益である。勢力理論は新古典派の部分モデルの凍結から解き 探究過程となる競争をみせ始
めている（ハイエク［F.A. von Hayek］）刷。同様に，中央管理経済体制に関する理論は新しい
可能性を聞かせている。この例には，ヤミ価格を用いた市場シュミレーション，コルナイ（J.Ko-
rnai）などの多面的計画150）がある。
また，二元論の概念は，時代遅れにならず，拡大して使われている。例えば，ゲフゲン（G.
Gafgen）はその概念を拡大して，四つの調整体制の結びつきを示している。川 ゲフゲンは市場
図3-8 ゲフゲンの経済体制
経済体制
相関的策定 一面的策定
資料： Gafgen,G., ,,Allgemeine Wirtschaftspoliti』E
Kom」1コendiumder lノolkswirtschαjtslehr‘e,Bd. 2, Gottingen 1968, S. 339 （ゲフゲン、
G.「一般経済政策」［エールリッヒ、 W.ほか『国民経済学概要j、第 2巻、ゲッテイン
ゲン、 1968年、 339頁に所収］）．
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及び組織集団の一致を民間部門にあるいは中央管理経済体制や選挙（投票）と同様に，それと相関
的策定に，公共部門あるいは一面的策定に優先順位をつけている（図3-8）。
四つの体制を純粋に実現できれば，ただ単に調整のために，市場を通じて市場経済体制を維持で
きるであろうし，交渉を通じて結合の自己管理経済も選挙（投票）を通じて経済民主政治も，さら
に官庁を通じて中央管理経済体制も維持できるであろう。ゲフゲンは，この体制の異なる組合せの
中からやはり幅広い標徴を使って典型的な形態を把握できることに言及している。152) このような
研究はヘルダァ・ドォルナイヒ（1972年）とボルナァ（S.Borner) (1977年） 153）が企てている。
消費者団体，労働組合などの結合の意思形成も投票で決められている。これらの結合は組織集団の
一致をもたらせている。総じて狭い混合体制は現実を模写したものである。
第5節経済体制の歴史上の形態の特徴
歴史上の具体的な経済体制の形態は，次の表3-5のものである。
表3-5 経済体制の歴史上の形態の概観
経済の基本主義 経済体制 時 代 と 伊1
前資本主義 自由市場経済 19世紀末までの産業国家
高度・後資本主義 誘導市場経済 20世紀初頭までの産業国家
社会主義 中央管理経済
第2次世界大戦後の旧ソ連，
旧東欧諸国，中固など
資料： Schmidt,K. -H., a. a. 0., S. 87 （注 1の文献）．
この区別は，工業経済が国家の経済誘導と独占化の傾向を呼び起こすことができるという見方に
基づいている。
これに対して，一般に，経済史や社会史によれば，工業化以前の経済でも，国家の幅広い経済誘
導，民間経済と経済政策の最上位の担い手である国家及び経済政策とは緊密に結びついていること
を示している。
シュミット（K.-H. Schmidt）によれば，歴史上16世紀以降のヨーロッパ諸国で、は次の経済政
策構想（経済政策上の長期指導像）はその時々の経済体制の枠内で目的を設定し，その目的達成の
ために投入する手段を模索してきている。154)
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1 重商主義
目的一一国民所得の増大。
手段-Q)人口政策，②新しい労働の創出，③売買契約と取引の発展，④国家の経済誘導，⑤
積極的な貸借対照表と保護主義への努力，⑥農業生産の増大。
2 古典派の自由主義
目的一一国民福祉の増大（スミス［A.Smith] ）。
手段-Q)経済的自由，②自由貿易の創出，③貨幣発行の厳しい規制，④独占の場合の最高価
格と最低価格の確定，⑤公共的な労働と国家に義務づけること，⑥市場機構を補完す
るための国家の経済政策。
3 新重商主義と国家干渉主義
目的-Q)所得増加，②労働創出，③戦争への備え (1933年以降）。
手段一-cD公的労働と信用の拡大（積極的な労働政策），②賃金確立，④労働組合の投資誘導，
⑤価格上昇停止（1936年から），⑥農業と営業の強制組織（1933年から）。
4 新自由主義
目的一一一生産手段の私的所有の基礎に伴う競争秩序。
手段一一六つの構成原則（konsti tuierende Prinzipien）と四つの規制原則（regulierendePrizi-
pien) （オイケン［W.Eucken］）刷。
構成原則は，①完全競争の価格体系，②貨幣価値の安定性，③自由な市場，④生産手
段の私的所有，契約の自由，⑤十分な保証，⑥経済政策の不変である。
規制原則は，①国家の独占統制，②財政政策による所得分配の修正，③労働力の保護，
地方の乱開発防止 ④労働供給の反循環的行動を阻害しないための最低賃金の確立であ
る。
5 自由社会主義
目的一一ー市場経済原則と計画経済原則の組合せの研究。！日）
手段一一＠民間経済の独占打破のための独占と寡占の監視，②完全雇用政策，③国民経済の部
分領域における企業行動にマクロ経済的秩序を保たせること，④国家における勢力集中
回避のための自己管理と地方分権化の強化，⑤間接税から直接税への置換え，⑥有効需
要の予想値に基づく国家予算の増大 ⑦最も重要な部門の潜在的供給の増大，③公正な
所得分配と財産分配，⑨社会保障の強調。
6 資本主義
19世紀末頃の産業国家において初期資本主義の経済体制が形成されて以来，基本原則，すなわち，
支配的な組織集団ないし結合の勢力強化，経済経過における国家の活動増大は同じことであるとみ
なしている。現実では 生産者と消費者の関係は生産者に有利となっている。
標徴一一-CD経済政策決定過程における企業結合の強い立場 ②国家と経済の連携，③組織集団な
いし結合の影響を受けた国家の経済政策活動の増大，④労働組合の分配政策活動。分配
闘争，⑤消費者結合の役割の希薄 ⑥企業集中と資本集中の増大。
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この資本主義の「市場経済体制」の特徴は，何か。資本主義経済体制下の市場経済体制とは，国
民経済（マクロ経済）の広範な領域において，営利動機で志向した，また生産手段の私的所有で合
法と認めた多数の経済主体が「自由な市場」の標徴に基づいて資源の配分を決定し，この決定が所
得分配に関わる貢献原則と必要原則の刺激を通じて実行されることを求めようとする体制であると
も概念規定できる 0157) この場合，市場経済体制の基本的な特徴は，少なくとも三つの点，すなわ
ち，（1）自由主義に基礎づけられていること，（2）生産手段の私的所有が認められていること，（3）市場
機構が存在し，この体制の機能が作用している場合と作用していない場合があることという三つの
点にある。これらの基本的な特徴について，以下では順次説明したい。
(1) 自由主義
1) 資本主義体制の根本的精神
資本主義経済体制における市場経済体制の根底を貫く最も重要な精神的要素は、マックス・ヴェー
ノてー（MaxWeber）の「エー トス」（Ethos）酬であり、自由主義であると考える。そこに様々な
政策が実践されるとともに、経済秩序政策や経済政策構想、において長期的な指導像が熟慮されてい
る。その秩序や構想の本質的な支柱は、「生産手段の私的所有」であり、「競争に基づく市場経済メ
カニズムの調整」である。
2) 市場経済体制における自由主義の基本的要素
自由主義は、市場経済体制では、つまり「経済自由主義Jは一般的な自由主義の一部分であると
言われているが、次の少なくとも三つの自由権の自由な基本的要求に対応するものである。
①生産者主権...・ H ・－－生産の自由、投資の自由、経営の自由など。
② 消費者主権………消費選択の自由、消費者ニーズによる財やサービスの生産や販売などの誘
導など。
③ 労働者主権...・ H ・－－職業選択の自由、労働者の権利の自由な保証など。
これらの原則は自由な見解に基づくものである。人々は利害を認識し、それを最良に得ょうとす
ることから生じる原則である。それらの三者の異なる利害行動の調整が必要になるが、この調整は
次の少なくとも二つの側面において自由競争が原則として行われる市場においてなされている。
① 自由競争の見えざる手
三者のそれぞれの自己心や私利の決定は一致せず、国民や国民全体の福祉の向上もより良く達成
されていない。そのため、何らかの調整が必要になる。
② 生産手段の私的所有による個人の活動範囲の自由
生産手段の私的所有は個人の自由の内的関係に見つけられる基本的な権利として価値がある。 159)
この所有こそは個人の活動範囲を自由にさせる根本的要因である。これらの基本的要因を補うも
のは国家である。国家は法秩序とそれに基づく管理を保証すべきであり、内的外的な安全を保証す
べきである。それらのことと並んで、資本主義経済体制における市場経済体制の本質的な標徴は生
産手段の私的所有、自由な競争市場における経済的調整であることが改めて分かる。
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(2) 生産手段の私的所有
生産手段の私的所有は本質的には何に基づくことであろうか。市場経済体制では、その構成要
素として生産手段の私的所有が成り立つのは、本質的には次の少なくとも三つの議論に起因してい
ると考える。
① 自然法による根拠づけl刷
②所有権による根拠づけ
③ 個人の自由の基礎となる私的所有の根拠づけ
これらの根拠づけの説明は、紙幅に限りがあるため、ここでは割愛したい。私的所有そのものは、
狭義の生産手段の私的所有だけでなく、個人の生活空間、個人の自由な活動領域、さらには国家の
権力伸張を支えることにも関連している。この点だけからみても、それらのことが法的に守られた
高い次元で私的所有が位置づけられているわけで、ある。このことは自由が人々の所有に含まれたよ
り安全でより神聖な保有に存在するという考えに正しく表されている 0161）自由が法的に守られた場
合の該当範囲は所有者に対して定められているので、自由主義の決定段階では所有は自由と同等視
されている場合が多い。
(3）競争に基づく市場経済メカニズ、ムの調整
この点については多くの卓越した経済理論や経済政策論において論議されている。市場経済メカ
ニズ、ムの機能様式の基本的思考は、すでにスミス（A.Smith）が唱えた「見えざる手」に示され
ている。その後、経済理論や経済政策の学説史の系譜に登場する基本的思考において、とりわけ近
年では経済動学やマクロ動学に拡張した分野において側、市場経済メカニズムを調整するための理
論や政策の基本的思考が提示されている。他方、市場の失敗、公共経済学、厚生経済学の観点から
みた基本的思考も多くの著作で論じられているl刷。
むすび
小論では、経済政策の体系における経済体制比較の方法論について論じてきた。その際、経済体
制の基本要素と決定要因を検討し、経済体制比較の類型を提示した。それとともに、経済体制の比
較を類型学の観点から四つのアプローチに類型化して、それぞれのアプローチに属する代表的な経
済体制論の概要と主要な論点を長年にわたって吟味検討を重ねてきた上で整理し、それを通じて経
済体制比較の一つの方法論を提示した。このことが小論の目的であったので、小論のような経済体
制比較の類型化の方法と代表的な経済体制論の整理の仕方において何らかの貢献ができるものと思
われる。小論にはいくつかの課題や論究不足の点が多々あると思われるので、それらの点の考究が
残されている。特に、経済体制の決定要因については、さらに深めた論究が必要である。
経済政策の体系における経済体制比較の方法論 ( 2・完）
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